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１．群馬県版校務支援標準システムの導入について
（１）教育の情報化や学校の業務改善のためのICT　
活用などに関する国の動向
　平成20年（2008）、文部科学省は学習指導要領の改定
に伴って、情報教育や教育の情報化を一層充実するた
め『教育の情報化に関する手引き』の作成に着手した。
これは、情報化社会の急速な進展に伴い、平成14年
（2002）に作成した『情報教育の実践と学校の情報化』
の内容の大幅な見直しが必要になったことによる。
　しかし、この動きは、単に「情報教育」の推進とい
うだけではなく、ICTの活用を図り、学校における教育
の情報化をより進めるには、教員のICT活用能力を高
めるとともに、学校や教育委員会などでの具体的な取
組を促すことが必要であるという認識に立ったもので
ある。
　他方で、教員の職務負担の軽減によって、教育の質
の向上をめざす取組も進められた。特に、平成19年
（2007）の中央教育審議会の答申においては「教員の
校務を整理した上で、なお教員が行う必要のある学校
事務については、以下のような方策を通じて軽減・効
率化を図り、時間外勤務を縮減していくことが必要で
ある。」と指摘され、「①Ｅメールや電子掲示板の活用
などを通じて会議・打合せの回数・時間を縮減する。
このため、教員に一人一台パソコンを整備することや
ICT活用を支援できる職員の確保など学校のICT環境
の整備充実を図る。②国・都道府県・市町村等が行う
調査の縮減・統合を図る。③業務日誌、学校運営関係
書類等の様式の簡素化・統一化を図る。」ことが具体的
に示された。
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　このことは、同年に示された教育再生会議第二次報
告『社会総がかりで教育再生を』の中でも、教員の事
務負担軽減として「複数の小・中学校の事務を共同実
施する体制の整備、事務の外部委託、地域の人材の協
力、教育現場のIT化を進める。」との論究も見られてい
る。
　こうした施策展開は、その後の各都道府県等におけ
る研究調査や国庫補助事業などにより、漸次的にでは
あるが進展を見せている。
　それらをまとめ、平成27年（2015）７月に文部科学
省は『学校現場における業務改善のためのガイドライ
ン～子供と向き合う時間の確保をめざして～』を公表
した。この中では、業務改善の基本的な考え方と改善
の方向性として「校務の効率化・情報化による仕事の
しやすい環境づくり」を挙げ、「教育の質の向上を図っ
ていくためには、教職員が働きやすい環境の中でその
能力を発揮し、本来の教育活動に専念できるようにす
ることが重要である」とともに、「校務の効率化は、学
校における日常的な業務改善に関する取組の積み重ね
から、校務支援システムの導入といった教育委員会の
支援を必要とする大がかりなものまで、その取組の段
階は様々である」、「校務の情報化等により業務の効率
化を進めるに当たっては、これを業務全体の見直しの
機会として位置付け、学校現場の業務改善に組織的に
取り組む体制を確立する」として、多角的な視点から
の総合的な取組の重要性を強調している。
（２）教育の情報化や学校の業務改善のためのICT　
活用についての群馬県教育委員会の取組
　前述した文部科学省の『学校現場における業務改善
のためのガイドライン』でも、業務改善に取り組む教
育委員会における先進的な取組の実践事例として、群
馬県教育委員会が行った『群馬県版校務支援標準シス
テムの導入』が紹介されている。このガイドラインで
は、先進的な実践事例として18のケースが紹介されて
おり、特に校務の情報化に取り組んだ例としては、群
馬県教育委員会と大阪市教育委員会の２例が紹介され
ている。群馬県教育委員会の取組は平成19年度（2007）
から開始されており、大阪市教育委員会の取組が平成
24年度（2012）から本格的に開始されていることと比
較すると、極めて先進的な取組であったといってもよ
いであろう。
　群馬県におけるこの取組は、平成17年度（2005）に
実施された「教員のゆとり確保」の調査研究の結果を
念頭に実施されたものである。この平成17年度の調査
研究の概要を簡略に示すと、次のようである。
　まず、定性的調査研究として、教員が行っている業
務を分類し、その状況を把握し、改善の方向性を明ら
かにすることから着手している。その結果、校内会議、
資料や報告書の作成・提出、集金などの事務処理、保
護者との連絡、部活動やPTA活動などの時間の圧迫、な
どがあり、「教材研究に充てる時間が不足する」、「教員
間で直接的に情報交換する時間がとれない」、「児童生
徒の提出物の処理や成績の処理などの時間がとれな
い」などの、本来最も重要である業務へのしわ寄せが
生じていることが浮き彫りになった。
　また、定性的調査の結果からは、小学校では休み時
間に職員室に戻れる教員が少ない、中学校では部活動
のために放課後に職員室にいる教員が少ない、職員室
では事務処理を個別に行っている教員が多く、児童生
徒の指導について話し合っている教員が少ないなどの
様子も観察調査の結果明らかになった。このことも、
報告・連絡・相談といった情報交換の機会の減少、指
導に関する協議の時間の減少など、重要な職務に対す
る負の影響が大きいことを示している。
　さらには、会議や出張の件数が多く、授業を確保す
るために他の教員の授業と振り替えたり、他の教員が
自習監督に入るなど、指導上の効果が上がりにくい状
況も見られた。
　また、定量的調査研究も行ったが、ここからは対象
となった教員（全県の教員の42％）のうち、97％の教
員が忙しい（大変忙しい・やや忙しい）と回答し、あ
まり忙しくないと回答した教員は２％にすぎないこと
が明らかになった。そして、最も負担を感じている業
務としては「資料や報告書の作成・提出」が54％と、
際だっていることも窺えた。その結果、勤務時間外や
家庭への持ち帰りの事務が小学校教員・中学校教員と
もに平均値でそれぞれ13時間余／週、19時間余／週と
極めて多くなっていることがわかった。このことは、
児童生徒の個人情報の管理に関するリスクの増大を惹
き起こしていることは自明であり、喫緊の課題だった
とも言えよう。
　こうしたことから、群馬県教育委員会では、群馬県
市町村教育長協議会と協議を行い、その合意を得て、
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群馬県全体としての教員の業務負担の削減策の一つと
して、「群馬県版校務支援標準システム」についての検
討と導入に向けての基盤整備を開始した。
　この「群馬県版校務支援標準システム」の基本的な
考え方は、次のようである。
１．市販ソフトを改良（カスタマイズ）する。
＊カスタマイズの理由としては、県内の全ての小中学校
への適合のため、同一ソフトの導入によるスケールメ
リットを生かしたコストダウンのため。
２．システムの選定（候補選定、仕様決定、企画審査等）
は専門部会が行う。
＊専門部会にはシステムの導入意志を有する市町村の担
当者も加わる。
３．市町村教育委員会は導入費用（公用パソコン、シス
テム運用経費）を負担する。県教育委員会は研究実践
校による効果測定、ソフト選定に関する業者との協議
等を行う。
（３）群馬県版校務支援標準システム（C4th）について
　システム選定にかかわる経緯については本稿では省
略するが、専門部会での参加業者のプレゼンテーショ
ンやコンペティションに基づき、協議の結果（株）EDU-
COMの「EDUCOMマネージャーC4th」（以後、C4thと
いう）が基本ソフト（システム）として採用された。
　C4thについては、既に、他県での導入によりその利
便性についてある程度の評価がされていること、学校
での活用度に基づいて搭載されている機能が整理さ
れ、使用にあたっての煩雑化が少ないと考えられるこ
となどの他に、実際に使用する学校に対しての個別の
サポート体制が整っており、特に、不具合についての
サポートだけではなく、利活用に関する積極的な提案
がなされるような体制であること、さらには、様々な
立場の教員からの評価を得て、会社内にフィードバッ
クし、きめ細かなカスタマイズを実現することにより、
学校現場と協働してシステムの進化をめざすという点
が高く評価されたものである。
　C4thの主な機能については、次のようである。
１．連絡掲示板の活用
＊学校内はもとより、同一市町村内等、同一サーバーを
使用する範囲内では、全員や特定のグループで共有で
きる掲示板の機能がある。また、既読・未読の確認や、
簡易的なアンケートなどが簡便にできる。
２．施設や備品の使用予約
＊学校の施設（教室等）をはじめ校内にある備品などに
ついても利活用の予約ができ利用状況の確認ができ
る。
３．成績処理
＊素点をもとに観点別評価や評定なども処理しやすい。
評価項目の重み付けなども可能である。
４．通知表の作成
＊各学校毎のオリジナルの通知表の作成などができやす
いようなテンプレートが準備されている。総合的な学
習の時間における各学校毎の評価項目などのカスタマ
イズができる。
５．指導要録や調査書の作成
＊出席簿などから出欠席の指導要録への記載や成績の記
載などをはじめ、諸帳簿の内容の管理がしやすい。ま
た、中学校においては高校入試のための調査書の作成
などについてのカスタマイズがなされている。
６．各種文書連絡
＊情報の発信者毎の登録などにより、必要な文書を必要
なところに効果的に配付できる。また、受理をはじめ
発出などについても承認者の確認などがシステマ
ティックにできる。提出文書の集約などもエクセル
ファイルなどで可能であり、文書処理が簡便化されて
いる。
７．各種文書管理
＊イントラメールを利用して文書情報が不要な外部に漏
出するのを防ぎ、ファイル管理により保存情報を消失
することを防いでいる。
８．日案・週案などの管理、学校日誌などの管理
＊週の指導計画の管理などを年間指導計画との関連から
整理できる。時数だけでなく内容の管理もできるので
週予定表の作成なども簡便である。また、学校日誌な
ども検索機能の活用によって出張者の情報管理などが
できる。
９．その他
＊「保健管理」機能により、各種健康診断等の結果の処
理や徴収金の管理や給食の実施簿などについての教員
の集金事務の負担をはぶいたり、給食の状況などの把
握ができる。また、備品や消耗品の購入などについて
も見積書などの作成が簡便である。さらに、備品等の
登録なども対応できる。
　こうした機能は、教員の業務改善に効果的に働くの
はもとより、保護者などに対しての説明責任を果たす
という面からも有効であるといえよう。
　ただし、こうした機能については、他の校務支援シ
ステムにおいてもほとんどが搭載されており、システ
ム上では基本的な機能ということができよう。
　C4thにおいて特徴的であった機能としては次のも
のがある。
10．いいとこみつけ
＊この「いいとこみつけ」は、児童生徒一人一人のよさ
をデータベース化して校内で共有することにより、教
員が児童生徒のがんばっている様子をみつけたらその
場でほめると同時に、その様子をシステムに入力する
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ことにより、校内の教員全体で共有する他、機会を見
て保護者に知らせ、学校と家庭との連携を深める目的
をもつ。
　この「いいとこみつけ」については、EDUCOMの本
社ある愛知県春日井市で、積極的な生徒指導の面から
実践された指導の方法がシステム上に具体化されたも
のである。
　教科担任制が中心で、担任の教員が一人一人の生徒
の日常の学校での動向を十分には把握できない状況で
は、教員が多くの目で生徒の様子をとらえ、特にその
努力の姿を教員全体で共有していくことは、非常に効
果があるといえよう。
　平成26年（2014）６月に群馬県教育委員会が実施し
た校務支援システムの導入状況調査の結果は、次の表
の通りである。
年次 導入学校数 導入割合
Ｈ20以前 119校 24％
Ｈ21 245校 47％
Ｈ22 288校 56％
Ｈ23 289校 58％
Ｈ24 289校 58％
Ｈ25 303校 61％
Ｈ26 320校 65％
　この他にも、今後、C4thの導入を予定している市町
村が５市、現在使用している他のシステムからC4thへ
の変更を予定している市町村が１市あり、導入予定の
ない町村は学校数、学校規模ともに小さいところが多
いので、群馬県内におけるC4thの導入割合はさらに高
まることが見込まれる。
２．群馬県版校務支援システムの導入による業務
負担の軽減等の効果や課題について
（１）群馬県教育委員会による「校務の情報化に関す
るアンケート」調査結果から
　群馬県教育委員会では平成24年（2012）３月に平成
21年度から平成23年度までの３カ年にわたって行っ
た「校務の情報化に関するアンケート」の結果を発表
している。その中で、平成23年度調査の結果の概要は
次のようである。
　対象は、９市町218校（小学校145校、中学校70校、
特別支援学校３校）で、回答者総数は4,053人である。
内訳は以下の通り。
校種別人数：小学校（2,826人）中学校（1,534人）特
別支援学校（143人）
性別：男性（2,044人）女性（2,459人）
年代別：20歳代（603人）30歳代（842人）40歳代
（1,346人）50歳以上（1,712人）
職階別：校長（174人）副校長（３人）教頭（198人）
教務主任（195人）教諭（3,430人）養護教諭（212人）
栄養教諭（12人）事務職員（182人）その他（97人）
担任：担任（1,793人）担任外（2,710人）
　調査方法はC4thによる電子アンケート調査
　その結果をまとめると次のようになる。
１．平日の勤務時間外に校務をする時間について（家庭
への持ち帰りを含む）
＊約97％の教職員が、平日の勤務時間外に校務を行って
いる。時間的には「１時間以上２時間未満」が31.7％
と最も多く、ついで、「２時間以上３時間未満」が29.
1％であり、その合計は６割を超える。
２．休日に校務をする時間について（家庭への持ち帰り
を含む）
＊約90％の教職員が、休日にも校務を行っている。時間
的には「１時間以上２時間未満」が26.8％と最も多く、
ついで、「２時間以上３時間未満」が20.9％であり、そ
の合計は５割近くまでになっている。
３．校務が忙しいと感じる（多忙感）について
＊９割以上（91.3％）の教職員が多忙感を感じている。
校務支援システムによって一部の校務負担が軽減され
ても、他の校務があるため、多忙感の解消を実感する
までに至っていないのではないか。
４．校務支援システムで処理している校務と負担軽減効
果について
＊負担軽減効果を感じる校務は以下の順となっている。
（「とても感じる」「やや感じる」の合計）
①出席簿作成（87.7％）②指導要録作成（77.2％）
③通知表作成（74.2％）④各種名簿作成（73.9％）
⑤調査書作成（73.7％）⑥日誌予定表作成（72.0％）
⑦保健統計（70.4％）　⑧文書収受（68.0％）
⑨週案簿作成（66.2％）⑩打合せ会議（65.4％）
⑪報告書作成（59.3％）⑫HP作成更新（59.2％）
５．校務支援システムの活用によって生み出される時間
について
＊生み出される時間は10分未満という回答者が32.1％
と最も多いが、30分以上生み出されたと感じている教
職員も１割以上いる。（10.9％）
６．校務支援システムの活用による効果について
＊選択肢として挙げられている全ての項目においては
「効果を感じている」という割合が増加している。（平
成22年度との比較による増減）
①時間外勤務が減少した（＋10.2Ｐ）
②授業準備（教材研究）の時間が増加した（＋5.9Ｐ）
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③作品等を見る時間が増加した（＋8.5Ｐ）
④子どもとふれあう時間が増加した（＋5.9Ｐ）
⑤部活動の指導時間が増加した（＋3.2Ｐ）
また、「効果を感じていない」という回答が27.2％あった。
　この調査結果からは、校務支援システムの活用が、
校務負担の軽減につながり、「時間外勤務の減少」や「授
業準備（教材研究）の増加」「作品を見る時間の増加」
「子どもとふれあう時間の増加」などの効果として現
れていると、結果概要として総括されている。また、
相変わらず９割以上の教職員が、平日・休日ともに時
間外勤務をしており、多忙感を感じていること。さら
に、利用開始から年数が経過すると、負担軽減効果を
感じる割合が増加する傾向が見られることにも言及し
ている。
　このことは、校務支援システムによる効果は、単に
業務の負担軽減に影響するのではなく、指導の改善に
生かされることで現れることを物語っている。さらに、
教職員にとって校務支援システムの導入が、業務の量
的な削減に結びついているのではなく、実際には、ICT
化したことで業務実施のスピードが高まり、逆に、業
務量の増加を招いているのではないかということに着
目しなければならないことを示唆しているのではない
か。確かに諸帳簿の作成などは正確性を増し、機能的
になっているが、システムの運用について十分な能力
を有しない教職員にとっては負担増と受けとめられて
いるのではないかということも懸念される。
（２）太田市教育委員会でのC4th活用についての　
調査結果から
　木口・伏島は、平成23年（2011）１月に行われた「学
校マネジメント支援推進協議会」において「群馬県に
おける校務の情報化に向けた取組」について報告して
いる。その中で伏島は太田市教育委員会におけるC4th
を活用した取組事例について発表している。その概要
は次のようである。
　太田市教育委員会では、県内でも最も早い平成20年
度にC4thを市内の小・中・特別支援学校に導入した。
それをもとに、平成21年度からは段階的に、出席簿・
通知表・指導要録などの諸帳簿の作成を学校毎に進め、
平成22年度には全校でその作成が行われるように
なった。太田市が導入に踏み切った理由としては、
EDUCOM社とのライセンス契約が、県版の統一的な
システムであるということから安価であった（１校に
付き１年間　168,000円　なお、この価格は平成22年
度時点）ことがある。導入については、その他に教員
用パソコンの購入（必要なソフトや設定費用を含む）
LANの整備、サーバーやネットワークの構築などがあ
る。
　しかし、太田市教育委員会としては、今後、社会の
情報化の進展を考えると、学校でのこうした基盤整備
は必要不可欠なものと考えて積極的に取り組んだので
ある。
　また、校務支援システムの活用の方針を各学校への
通知で示すとともに、以下のような具体的な方策に
よって推進システムの構築を行った。
・年２回の「校務支援システム活用推進委員会」の設
置（各学校での活用リーダーの育成）
・導入時モデル校（小３校、中３校）の設定とその育
成による各学校での研修や利活用に関する支援
・太田市教育研究所に「校務支援システム研究班」を
設置（先進事例や市内での活用事例の収集）
・実践推進校（小１校、中１校）の指定（より有効な
活用方法等についての研究と報告）
　その他にも、群馬県教育委員会との連携を図り、県
内の他市町村に向けた説明会での事例紹介や視察など
への対応を積極的に行うなど、先進地区としての活動
にも取り組んだ。
　さらには、太田市版の「群馬県版校務支援標準シス
テム活用ガイドブック」を作成し、太田市の各学校の
教職員のシステム活用能力の向上を図るとともに、他
の市町村での活用の便を高めるための支援策ともし
た。このことは、より多くの市町村でC4thの導入、活
用が進むことでライセンスコストの削減などの他、教
職員の活用能力の向上により、人事異動の際などにも
C4thの活用能力のある教職員が増加するプラス面が
あるという考え方にもよるものである。
　その効果は、アンケート調査結果では以下のように
なっている。
モデル校（小３校、中３校の１年間の実践後）
平成21年３月実施
１．校務の多忙感が削減されたか。
＊小学校では全教職員の94％が肯定的な回答をしてい
る。中学校では全教職員の93％が肯定的な回答をして
いる。
２．校務支援システムによる業務改善効果の実感が持て
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たか。
＊小学校では全教職員の89％が肯定的な回答をしてい
る。中学校では全教職員の80％が肯定的な回答をして
いる。
　このことからは、「教員の多忙感の解消」という面で
は、校務支援システムを導入して多忙化解消に取り組
むという教育委員会の姿勢に対して、多くの教職員が
肯定的な認識を持ったことが伺われる。
　一方で、「業務効果改善の実感」という面では、「多
忙感の解消」に比べて低くなっており、C4thの活用が
初めて利用する教職員にとっても多少の負担になった
ことも推測される。ただし、それは重大な課題ではな
かったとも考えられる。また、小学校に対して中学校
での肯定的な回答率が低かった点は、特に中学校にお
ける業務改善は校務支援システムなどによる作業の簡
易化だけでは解決できない課題があることも伺わせる
ものとなっている。
　別に、C4thを活用した「掲示板アンケート」による
調査結果では以下のようになっている。
太田市内全小・中・特別支援学校（全教職員）
平成22年12月末
１．出席簿の作成など月末の事務処理の軽減はどの程度
行われたか。
＊１時間以上の軽減になったという回答が75％であっ
た。２時間以上の軽減となったという回答が10％で
あった。
２．通知表の作成など学期末の事務処理の軽減は総計で
どの程度行われたか。
＊２時間以上の軽減になったという回答が55％であっ
た。５時間以上の軽減になったという回答が20％で
あった。10時間以上の軽減になったという回答が４％
であった。
　このことからは、諸帳簿の作成などに関してはそれ
ぞれの児童生徒のデータをサーバー上に蓄積すること
でそれぞれの教職員がそのデータを適時的に取り出し
てコピー＆ペーストなどの作業を行えることから、事
務上の業務を自分のペースで進められることによって
軽減がある程度図られることがうかがえる。
　伏島は、これ以外にも連絡掲示板などの活用により
「学校内、市内学校間、学校と教育委員会などでの情
報の共有化や迅速化が実現した」、「帳簿作成機能の活
用により情報の二次利用化や作業事務軽減が可能に
なった」ことを示し、「学校業務の改善という効果につ
いては、同じしくみで仕事ができる利便性や情報の共
有化や一元化により時間の確保ができるようになった
こと、教材研究や児童生徒との触れ合いが深まり教育
の質が高まったこと」に高い効果があったと述べてい
る。
　また、「子どもや保護者への還元という効果について
は、個人カルテの機能の活用により、充実した内容の
通知表の作成ができる」ことも示している。
　一方で、課題としては、教職員の意識改革とOJTの重
要性を指摘している。校内で教職員同士が活用につい
て教え合う雰囲気や研修が重要であると述べている。
その他には、業者によるサポート、特に、ソフト面で
の迅速な対処やハード面でのサポートが必要であり、
教育委員会では、統一した運用ルールを明確にし、問
題点については継続的な改善を図ることが必要である
としている。
　特に、入力に時間がかかる問題点については、情報
化に伴う永遠のジレンマであると述べている。
　いずれにせよ、こうした調査を継続的に行うなどし
て教職員のニーズにあったシステムの改善と充実が必
要であると考えられる。
（３）太田市の教職員に対する意識調査結果から
　矢島らは、平成27年（2015）６月に、太田市教育研
究所の協力を得て、「C4thの活用に関する意識調査」を
行った。その概要は次のようである。
　対象は、太田市内の小学校、中学校及び教育委員会
事務局に在職している管理職、中堅教職員、事務局職
員の内から「太田市教育研究所教職研修講座」に参加
した者である。回答者総数は78人である。内訳は以下
の通り。
校種別人数：小学校（41人）中学校（34人）特別支援
学校（２人）無回答（１名）
教員勤務経験年数別：15年～20年（５人）20年～25年
（30人）26年以上（41人）無回答（２人）
C4th活用経験年数別：１年以下（本年度初めて利用）
（２人）１年以上～３年未満（３人）３年以上～５年
未満（10人）５年以上（61人）無回答（２人）
職階及び勤務校における担当校務分掌別（該当項目複
数回答）：校長・教頭などの管理職（18人）教務主任
（13人）学年主任（27人）生徒指導主事や進路指導主
事等（８人）教科等主任（17人）学級担任（23人）PTA
担当等の渉外担当（10人）研修主任（５人）
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調査方法は、SQSシステムによるマークシート方式に
よる調査である。
　その結果をまとめると次のようになる。
１．C4thについてどう思うか。最もあてはまるものひと
つを選べ。（単数回答方式　回答者数，％）
①非常に利便性があり、校務の多忙化解消にとても役
立っている。（回答者数29人，37％）
②利便性があり、校務の多忙化解消にある程度は役立っ
ている。（43人，55％）
③利便性があるが使用の難しさがあり、校務の多忙化解
消とともに煩雑さも感じている。（６人，７％）
④使用の難しさがあり、かえって校務の多忙化を招いて
いる。（０人，０％）
⑤無回答（０人，０％）
２．C4thの利便性をどう思うか。あてはまるもの全てを
選べ。（複数回答方式　回答数者数，％）
①児童生徒の出席状況の管理や個人写真などのデータの
活用に有効である。（45人，57％）
②児童生徒のテストの処理や学習評価などに有効であ
り、通知表や指導要録の作成などで効果的である。（60
人，76％）
③児童生徒の個人情報の一括管理ができ、情報の漏洩な
どの怖れがない。（33人，42％）
④校務を行う上での各文書作成などで迅速に行える。
（12人，15％）
⑤校務上の各情報を掲示板などで連絡することができ、
学校内の情報共有で効果的である。（62人，79％）
⑥各学校間の連絡が取れるために主任会などの情報を正
確に得ることができる。（54人，69％）
⑦「いいとこみつけ」などの機能を活用して、児童生徒
の指導を学校全体で共通して行える。（６人，７％）
⑧学校全体での打合せの時間などの削減ができ、学級指
導の時間が増す。（26人，33％）
３．C4thの活用面での課題をどう思うか。あてはまるも
の全てを選べ。（複数回答方式　回答数者数，％）
①C4thの導入により教員間の話し合いなどの機会が
減ってしまった。（７人，８％）
②C4thの活用能力の教員間格差が広がったり教員に
よって活用する意欲の違いがある。（32人，41％）
③C4thの活用についての研修などが十分ではなく、か
えって校務の煩雑化を招いている。（10人，12％）
④C4thの活用によって情報がこれまで以上に増加し、そ
の理解に時間がかかってしまう。（７人，８％）
⑤C4thで連絡した情報が必要な教員に正確に伝わらな
いなどそれによる弊害が起きている。（24人，30％）
⑥C4thの機能が十分に使い切れておらず、より有効活用
を図るべきである。（50人，64％）
４．C4thの一層の活用についてどう思うか。自分の考え
に合うものをひとつ選べ。（単数回答方式　回答
数，％）
①より使いやすいように、教員がよく使う機能を精選化
して簡易化する。（35人，47％）
②より多様に使えるように、教員が必要と考える機能を
増加して高度化する。（16人，21％）
③より使いやすいように、ラーニングコストを低減化す
る。（３人，４％）
④群馬県版なので、県内の全ての学校でネットワーク化
できるように広汎化する。（19人，25％）
⑤C4thの良さを保護者に理解してもらえるように周知
化する。（０人，０％）
⑥無回答（０人，０％）
５．C4thなどのグループウエアの今後の在り方について
どう思うか。自分の考えに合うものをひとつ選べ。
（単数回答方式　回答数，％）
①学校教育も情報化社会の中にあり情報共有や保護のた
めより活用されることが望ましい。（18人，23％）
②学校教育は人と人との関係性が大事なのでグループウ
エアの導入には慎重であるべきである。（４人，５％）
③学校教育に寄せられる関心の高さを考えるとより適切
な情報提供のために活用されることが望ましい。（８
人，10％）
④学校教育にとっては教員の多忙解消が喫緊の課題であ
り、そのために効果的に活用されることが望ましい。
（46人，58％）
⑤無回答（１人，１％）
　このことからは、校務支援システムの導入が業務執
行の利便性を生み、多忙化解消に一定の効果を上げて
いることが認められる。しかし、その活用能力につい
ては個々の教員の個人差もあり、課題がないわけでは
ないことも認められる。この点は設問２の「④文書作
成などが迅速」の項目が低いことからも類推される。
　利便性についての回答は、「⑤学校内の情報共有」「②
成績処理や諸帳簿の作成」「⑥学校間の情報取得」「①
児童生徒の管理」などが多く、「⑧学級指導の時間の増
加」や「⑦児童生徒の指導を学校全体で実施」が低い
傾向が見られる。実際の指導の充実に直結する活用が
十分とはいえない点が課題と考える。
　課題についての回答は、「⑥C4thの機能を十分に生
かし切れていない」ことが最も多かった。教職員のICT
活用の実務的な能力の不十分さが反映しているのでは
ないかと考えられる。このことは、「②教員間の活用能
力の格差、意欲の違い」の多さからもうかがえる。校
務支援システムの導入により利便性が高まった反面、
活用能力や活用意欲の格差が、情報の共有を妨げ、情
報が正確に伝わらないなどの弊害になっている点に注
目したい。
　そのため、今後のシステムのカスタマイズでは、「①
より使いやすい機能の精選化や簡便化」が最も期待さ
れている。「②より高度化した機能の増加」は、校務支
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援システムの目的のひとつである教員の多忙化解消に
直接に結びつかないといえよう。
　今後の校務支援システムの在り方として「④学校教
育にとっての教員の多忙化解消は喫緊の課題であり、
そのための活用が期待される」という回答が６割近く
を占めたことが、今後解決すべき課題の方向性を如実
に表しているといえよう。
　本調査では、自由記述設問として意見や感想の記載
欄を設けた。そこに記載された意見を例示する。
・C4thを活用して調査書や教育相談データなど個人
カードを作成する場合、エクセルやアクセス（データ
ベース）を利用したほうがより有効なものを作成する
ことができる。エデュコムにそういった面で卓越した
教員を送り、より有効に活用できるC4thに育ててほし
い。ベースはあるが、その他は学校任せでは学校独自
のフォームを作るのに時間がかかり、本末転倒だと思
う。「いいとこみつけ」は使うと便利なのに共通して使
えない。ちょっとしたことを書き込む時間さえみつけ
られない多忙感があるのかもしれません。
・まだまだ使用法があいまいな人が多いので十分な研修
が必要である。当初の目的である仕事の軽減から目標
が外れている気がする。かえって、使用者が固定され
仕事の多少に差がついているような気がする。
・情報を得ることはなんとかできますが、それを活用し
て教員の仕事を軽減させたりするのにC4thをどのよ
うに活用するかまだよく理解しきれていません。得意
な方に教えてもらうつもりです。
・転入や転出などの書類や市教委に報告する書類などを
オンラインで送れたらいいと思います。細かい機能が
あるようですが、使い方がわからなかったり難しいも
のもあるので活用方法を教えていただきたい。
　こうした意見を含めてこの調査結果を概観すると、
教職員がより積極的に校務支援システムを活用するた
めには、「児童生徒の指導に関してのシステムの有効性
が高い」という実感が持てることが必要ではないかと
考える。
３．「C4thを活用した学習指導・生徒指導の充実」
に関する実践事例について
　二宮は、群馬大学教職大学院二年次在学中の平成26
年度（2014）に、当時の勤務校である太田市立Ｗ中学
校において『組織的な家庭学習指導の確立を目指す推
進体制づくり―教科担任、学級担任、保護者の連携を
通して―』を研究主題とした実践的研究を行った。
　二宮の研究は、これからの社会においては、生涯に
わたり学習する基盤としての『自己指導能力』の育成
が重要であり、特に、中学生において現在及び将来に
おいての自己実現を図っていくための力を育成するに
は、教師の直接的な指示を伴わない子どもの自律的な
学習の場として重要な役割を持つ「家庭学習」が重要
であるという考え方に基づいて進めたものである。
　小学校から中学校に進学するにつれて生徒の「家庭
学習」への取組状況が低下する傾向は、全国的な調査
等からも指摘されていたが、二宮が行った勤務校での
事前の実態調査などでも同じ状況が表れていた。そこ
で、こうした傾向は、生徒自身の心理的な課題や学校
生活の変化に伴う課題、中学校の教師間の共通理解や
協働性の面での問題性が影響していると考えた。
　実際に、中学校では教科担任制となるため、日によっ
て家庭学習として出される「宿題」の量が大きく変動
したり、定期テスト前などに集中することで生徒の負
担増になったりしている。こうしたことが、生徒が学
習へ計画的に取り組む上での阻害要因になっていると
考えた。
　こうした問題の解決を図るために、二宮は「教員の
協働性を高めること」「生徒の個に応じた対応を行うこ
と」「保護者との連携を図ること」の３点を課題解決の
視点とした。
　具体的には、宿題予定表を作成して活用を図ったり、
学習の手引きを活用して「家庭学習」の効果的なやり
方を指導したり、生活ノートの点検を行って特に指導
を有する生徒について保護者との連携を密にして指導
の効果を上げるような工夫をしたりした。また、他の
教員と連携し、学年全体に目を配りながら指導を進め
るよう、指導体制の整備にも取り組んだ。
　こうした課題解決の手立ての一つとして、太田市で
は全校に導入がなされているC4thの機能である「いい
とこみつけ」の書き込みを活用した。
　Ｗ中学校では、これまでに、出席簿、成績管理、連
絡掲示板、個人連絡（イントラメール）などは活用さ
れていたが、「いいとこみつけ」の機能はほとんど活用
されてこなかった経緯を踏まえ、前年度末に先進校の
教員やEDUCOMから講師を招聘するなどして、全教
職員でその有効性や使用方法等についての研修を行っ
た。その上で、４月から入力を開始し、相当数の書き
込みを行うことができた。以下にその例を示す。
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１年生Ａに対する書き込みの内容（一部）
○月○日　記入者（二宮・担任）助産婦さんや妊婦さん
を招いて『命の授業』を行った。積極的に意見を言った
り、赤ちゃんのおむつ替えに挑戦したりして大活躍した。
○月○日　記入者（二宮）合唱コンクールでは自由曲の
指揮者を務めた。なかなか合わずに苦労したが最後まで
やり通してくれた。よく頑張った。
○月○日　記入者（Ｈ教諭）整備委員会の活動をとても
よくやっていた。高いところにポスターを貼る作業を自
分から取り組んでいて、１学期より積極的な姿が見られ
た。
○月○日　記入者（Ｉ教諭）踊りが苦手だといっていた
が一生懸命がんばっていたと友人のＤ君が報告してくれ
た。
○月○日　記入者（Ｓ教諭）理科室の電気を消し忘れて
いるのに気づいて、鍵を借りに来て消してくれた。
　このように、複数の教員によってその生徒の良い点
を見つけていく姿勢が学校全体に拡がることは積極的
な生徒指導としての効果があり、また、保護者の学校
への信頼も高まることになった。
　三者面談の際には、この「いいとこみつけシート」
を全ての保護者に配付したが、保護者から寄せられた
意見は好意的で共感的なものであった。以下にその例
を示す。
１年保護者からの意見（担任への手紙）
　日頃、生意気なことをいうようになり、学校生活も心
配していましたが、様子がよくわかりとても嬉しかった
です。子供の良さを伸ばすきっかけになりました。お忙
しい中、子供のすばらしいところをたくさん見つけて頂
きありがとうございます。今後とも宜しくお願いいたし
ます。（原文のまま）
　二宮が、二学期の終了時点で各教員にインタビュー
を行ったところ、学級の様子については肯定的で成長
を認める評価が多く見られた。以下にその例を示す。
（Ｓ教諭・英語）一学期に比べて、積極的に授業を受け
ている。特に、発表する場面では、ほぼ全員が毎回手を
挙げて発表しようとしている。手を挙げるために予習を
してくる生徒が増えていると感じられる。
（Ｅ教諭・数学）クラス全体の雰囲気が落ち着いてきた。
意味不明な言葉を繰り返してきたＢ君（発達障害傾向）
も真剣に授業の取り組んでいる。横を向いている子に
「ちゃんと前を向けよ」などと生徒同士で注意し合う場
面も見られるようになった。
（Ｋ教諭・社会）一学期に比べ話をきちんと聞けるよう
になった。手悪さをする生徒が少なくなり、勉強に対す
る集中力が身に付いてきた。学習に対する気持ちが前向
きとなり、学習意欲も表れてきた。ほめられることが多
くなり、好循環となっている。
　二宮は、課題研究報告書の中で「いいとこみつけシー
トのなどの活用は、非常に有効である。中学校の特徴
の一つとして、小学校と比較して担任が一人の生徒を
細かく見取ることは少なくなるが、より大勢の教員の
目で見ている点がある。いいとこみつけシートは複数
の教員が様々な場面で生徒の良さを見つけようとして
いることを保護者に具体的に知らせるものであり、そ
れを受け取った保護者の意識が学校に対して共感的・
協力的になる」「家庭学習の充実に対する各教員の理解
を深め、各教員がその視点から生徒の学習の変化を捉
え、それぞれの指導に肯定的に反映させたことが生徒
の授業に取り組む意欲や態度の向上につながった」と
総括している。
４．まとめ
　教員の多忙化解消に向けての取組を積極的に進める
ことの重要性については、以前から指摘されているが、
依然として改善が進んでいるとはいえない。ワークラ
イフバランスやメンタルヘルスも現状のままでは非常
に厳しいといわざるをえない。教師になることが目標
で、そのために努力し、児童生徒のために懸命に仕事
をすればするほど、自らの家庭環境にしわ寄せがきて、
自分の家族のことを顧みることが難しくなり、肉体的
にも精神的にも追い詰められている教師は決して少な
くはない。
　しかし、多忙化の原因は複雑な数多くの要素からな
るものであり、単なる自助努力だけでは決して解決で
きないといってよい。具体的には、学校内部の問題だ
けではなく教育行政の問題や地域社会、保護者などか
らの要望への対応など外的な要因によるものも少なく
ない。
　そうした状況の改善に向けての物理的・時間的な環
境の整備が重要なのはいうまでもないことだが、精神
的な意味での改善もより重要である。それは、児童生
徒の学習が充実し、学力が伸び、学校生活への意欲が
高まることと言い換えてもよい。今回行った調査等の
結果からも、多忙化の解消と多忙感の解消との関係に
ついてより注目していく必要が見えてきている。
　学校における教育活動は、教員が児童生徒の実態を
よく理解しながら保護者等の期待を踏まえて、主体的
に構想してこそよいものになる。教員が本来行うべき
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教育活動をより良いものに充実させ、児童生徒の豊か
な成長を保障していくためにも学校運営について各学
校の教職員全体でよく話し合うとともに、教育行政の
施策展開もそれを支えるものとなることが大切であ
る。群馬県の各市町村教育委員会も厳しい財政状況の
中で、校務支援システムの整備などに積極的に取り組
んでいることは高く評価されるべきである。また、群
馬県版として各学校のニーズに沿ったコストの低いシ
ステムを具体化してきた点も優れた成果だといえよ
う。
　だからこそ、従前どおりのやり方で行っている業務
を常により内容や効率の良いものに見直していくこと
ができるよう一人一人の教職員の創意工夫や努力に着
目していくことを期待したい。
　どのような業務が教職員の負担となっているのか洗
い出しをすることは大切であり、それは今後も継続し
ていくことが必要だが、それと同時に、どのような業
務ができるシステムを活用するかを明確化することも
より重要ではないだろうか。新たな組織を設置するだ
けでは単に負担増をまねくだけであり、会議の削減な
どへの取組は非常に重要である。校務支援システムは
そのために活用されてこそ価値があるものである。
　学校を働きやすい職場環境として整備していくとい
う共通理解のもとで、その業務は児童生徒により良い
還元がというできる価値を生みだしたのか、児童生徒
にどのような成果や効果があったのかをしっかり振り
返って、充実した授業、そのための教材研究、肯定的
で積極的な生徒指導等に役立つという視点を再度確認
して、校務支援システムの活用もそうした面から常に
見直していくことが重要であろう。
　なお、本報告は、教育学部「教育実践共同研究支援
（やじま　ただし・たかはし　のぞむ・しんどう　けい・みよし　けんじ・にのみや　かずひろ）
経費」を活用して行った調査研究等に基づくものであ
ることを付記する。
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